
研修・訓練の実施状況に係る
アンケート調査結果と概要
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参考資料２



調査内容

１.職員の防災能力の向上のための研修の実施状況
・防災担当者（防災・危機管理部門所属の職員）、災害対策本部要員
（幹部）のそれぞれに対する防災能力の向上のための研修実施の有無

・防災担当者、災害対策本部要員のそれぞれに対する研修の仕方

・研修が実施されない理由（研修実施「無」との回答に限り）

２.職員・組織向けの防災訓練の実施状況
・職員・組織向けの訓練実施の有無

・訓練の目的

・訓練が実施されない理由（訓練実施「無」との回答に限り）

３.研修や訓練の企画・運営を行う上での要望
・研修・訓練の企画・運営を効率的に実施するための要望
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■ 対象
近年発生した各種自然災害において影響を受け、
災害対応にあたった新潟県及び兵庫県の２県、
都市圏の代表として東京都を加えた３都県下の全ての
地方公共団体（都県及び市区町村）136団体を調査対象

■ 調査方法
対象団体の防災担当部署に対し、調査依頼状、調査票、返信封筒を郵送し、
対象団体が回答した調査票の郵便あるいはFAXで返送を求めることを基本。

■実施期間

平成23年3月4日(金)～3月16日(水)の13日間（但し16日以降も回収を実施）

■ 回収結果（配布：136団体）
回収数：114団体（回収率：83.8%）／未回収：22団体／有効回答数：114団体

調査について
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都道府県名 対象団体数

東京都 63

新潟県 31

兵庫県 42

アンケート調査対象団体数

地方公共団体の研修・訓練の実施の傾向を把握することを主たる目的として、
地域性の異なる複数の地方公共団体を対象としてアンケート調査を実施した。



調査結果の概要
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主な調査項目 対 象 回答の集計の結果

職員の防災
能力の向上
のための研
修の実施状
況

防 災 担
当 職 員
向 け 研
修

○防災担当者向けの教育や研修は、全体の約6割の団体が実施している。

○実施している団体の多くは、外部研修機関等への職員の派遣を通じて研修を
行なっているが、独自の教育や学習プログラムに基づく実施は少ない。

○研修が実施していない団体は、その理由としては、体制が十分でない、知見や
ノウハウ等がないことをあげている。

災 害 対
策 本 部
要員（幹
部）向け
研修

○幹部向けの教育や研修は、全体の半数の団体が実施している。

○実施している団体の多くは、外部研修機関等への職員の派遣を通じて研修を
行なっており、独自の教育や学習機会の提供の中での実施は少ない。

○研修が実施していない団体は、その理由として、幹部研修を企画・実施する体
制が十分でない、知見やノウハウ等がないなどがあげられている。

職員・組織向けの防災訓
練の実施状況

○職員・組織向けの防災訓練は、全体の約９割の団体で実施されている。

○防災訓練は、職員と組織の「防災意識の向上」、「災害時の対応能力の向上」
を主たる目的としている団体が多い。

○訓練を実施していない理由として、体制が十分でない、知見やノウハウ等がな
いなどがあげられている。

研修や訓練の企画・運営
を行う上での要望

○研修・訓練を企画・実施するための「標準的な手引き等（66.7％）」や「基本的
な資料や基礎教材等（66.7％）」、「訓練パッケージやモデル（56.1％）」の提供

を希望する団体が多い。



考察の概要
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項目 考察の概要

職員の防災能力の向上
のための研修について

○職員の防災能力の向上のための研修は、防災担当者向け、幹部向けにそれ
ぞれ実施している団体はあるが、独自に学習プログラムの整備をしたり、研修
を実施している団体は限定的で、独自の取り組みとして確立していない実態が
伺える。

○研修を実施していないとする団体の理由からは、地方公共団体が自ら職員の
防災能力向上のための研修を企画・実施する上での体制やノウハウが障害と
なり、研修が実施できていない現状が伺える。

職員・組織向けの防災訓
練について

○職員・組織向けの防災訓練は多くの団体が何らかの形で実施しているが、計
画・マニュアルの検証といった形での災害対応の実効性の検証を主目的とす
る訓練を実施している団体は限定されている。

○訓練を実施していない団体の理由からは、訓練を企画・実施する上での体制
やノウハウが障害となり、訓練が実施できていない現状が伺える。

研修や訓練の企画・運営
を行う上での要望につい
て

○体制面や費用面の課題を克服し、独自で研修・訓練を企画・運営するための
支援として、「手引き」や「基礎教材等」、「訓練パッケージやモデル」などの提
供を求めていることが伺える。



１.職員の防災能力の向上のための研修の実施状況
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実施して

いる

57.9% 
(66)

実施して

いない

42.1%
(48)

（ ）内 回答数

N=114

防災担当職員向けの研修等の実施状況[単一回答]

防災担当職員向けの研修等の実施状況

7

防災担当者向けの研修等を実施している地方公共団体は全体の約６割であり、
実施していない地方公共団体は、全体の約４割であった。



66.7%(44)

36.4%(24)

31.8%(21)

16.7%(11)

15.2%(10)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

防災担当職員の育成を実施している外部

研修機関等への職員の派遣による教育

職員研修にある防災分野の講座の

履修による教育

防災専門家等の招へいによる

講義等を通じた教育

貴団体の防災部門が独自に準備している

教育や学習プログラムに基づく教育

その他
（ ）内 回答数

N=66

実施している研修の仕方[複数回答]

防災担当者向けの研修等を実施している場合 実施している研修の仕方

8

防災担当者向けの研修等を実施している地方公共団体（全体の約６割（66団体））のうち、
７割弱が外部研修機関等への職員の派遣による教育を実施、また３割強の団体が防災専
門家等を招へいするなど、外部を活用した研修を実施している。一方、団体の防災部門が
独自に準備した研修を実施している団体は約17％と少なく、防災担当者向けの研修の実
施の現状は独自の取り組みとして確立していないことが考察される。



79.2%(38)

47.9%(23)

25.0%(12)

18.8%(9)

8.3%(4)

2.1%(1)

20.8%(10)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

研修を企画したり、実施したりするため

体制が十分でないため

効果的に職員を教育するための

知見やノウハウ等がないため

研修を行うための費用が確保できない

など、財政的な問題があるため

研修を行うための教材が整備されていないため

学習すべきことが多く、何を学習させれば

よいかわからないため

教育機会を設けるなどの必要は

考えもしていなかった

その他
（ ）内 回答数

N=48

研修等を実施していない理由[複数回答]

防災担当者向けの研修等を実施していない場合 研修等を実施していない理由

9

防災担当者向けの研修等を実施していない地方公共団体（全体の約４割（48団体））のうち、
約８割が研修等を企画･実施するための体制が十分でないことを実施していない理由にあ
げている。また、防災担当者がきわめて少ない、専任の担当者が配置されていないなど小
規模な地方公共団体では、研修を実施したくても企画・運用能力が十分でない、費用が確
保できないとの理由から実施できないとしている。



実施して

いる

50.0%
(57)

実施して

いない

50.0%
(57)

（ ）内 回答数

N=114

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等の実施状況[単一回答]

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等の実施状況

10

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等を実施している地方公共団体は全体の半分で
あった。



52.6%(30)

26.3%(15)

22.8%(13)

10.5%(6)

15.8%(9)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

防災担当職員の育成を実施している外部

研修機関等への職員の派遣による教育

防災専門家等の招へいによる

講義等を通じた教育

貴団体の防災部門が独自に準備している

教育や学習プログラムに基づく教育

職員研修に含まれる防災分野の

講座の履修による教育

その他
（ ）内 回答数

N=57

実施している研修の仕方[複数回答]

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等を実施している場合 実施している研修の仕方
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災害対策本部要員（幹部）向けの研修等を実施している地方公共団体（全体の約５割（57
団体））のうち、 ５割強の団体が外部研修機関等へ職員を派遣し、また３割弱の団体が防
災専門家等を招へいするなどして、外部を活用した研修を実施している。

なお、防災部門が独自に準備している教育や学習プログラムにより研修を実施している団
体は、２割強と少なく、独自の取り組みとして確立していないことが考察される。



68.4%(39)

49.1%(28)

22.8%(13)

17.5%(10)

8.8%(5)

1.8%(1)

12.3%(7)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

幹部研修を企画したり、実施したりするための

体制が十分でないため

効果的に幹部職員を教育するための

知見やノウハウ等がないため

幹部向け研修を行うための費用が確保

できないなど、財政的な問題があるため

幹部職員のための防災面の研修教材が

整備されていないため

幹部に対して、何を学習させればよいか

わからないため

幹部教育などは考えもしていなかった

その他
（ ）内 回答数

N=57

研修等を実施していない理由[複数回答]

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等を実施していない場合 研修等を実施していない理由

12

災害対策本部要員（幹部）向けの研修等を実施していない地方公共団体（全体の約５割
（57団体））のうち、約７割の団体が研修を企画･実施するための体制が十分でない、約５割
の団体が効果的に職員を教育するための知見やノウハウ等がないことを実施していない
理由にあげている。また、費用が確保できない等の問題を指摘している団体もある。



２.職員・組織向けの防災訓練の実施状況
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実施して

いる

88.6%
(101)

実施して

いない

11.4%
(13)

（ ）内 回答数

N=114

職員・組織向けの訓練等の実施状況

14

職員・組織向けの訓練等の実施状況[単一回答]

９割近くの地方公共団体が、職員・組織向けの防災訓練を実施している。



94.1%(95)

92.1%(93)

75.2%(76)

72.3%(73)

63.4%(64)

7.9%(8)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

職員および組織の防災意識の向上

職員および組織の災害時の対応能力の向上

組織間の連携能力の向上

職員の災害時の対応技術の習得・向上

その他

計画・マニュアルの検証

（ ）内 回答数

N=101

職員・組織に対する訓練等を実施している場合 実施している訓練の目的

15

実施している訓練の目的[複数回答]

職員・組織向けの防災訓練等を実施している地方公共団体（全体の約９割（101団体））の
うち、９割以上の団体が、職員及び組織の「防災意識の向上」と「災害時の対応能力の向
上」の２つを主たる目的としていることが分かる。

しかし、計画やマニュアルの検証など、災害対応の実効性を検証するための訓練を目的と
している団体は６割強にとどまっている。



92.3%(12)

61.5%(8)

23.1%(3)

15.4%(2)

7.7%(1)

0.0%(0)

0.0%(0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

訓練を企画したり、実施したりするための

体制が十分でないため

効果的に訓練を実施するための

知見やノウハウ等がないため

訓練を行うための素材や教材等の

資料が十分整備されていないため

幹部向け研修を行うための費用が

確保できないなど、財政的な問題があるため

どんな訓練をすればよいかわからない

訓練の必要などは考えもしていなかった

その他
（ ）内 回答数

N=13

職員・組織に対する訓練等を実施していない場合 訓練を実施していない理由
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訓練を実施していない理由[複数回答]

職員・組織向けの防災訓練を実施していない地方公共団体（全体の約１割（13団体））のう
ち、 ９割以上の団体が訓練を企画･実施するための体制が十分でないとしている。また、６
割以上が効果的に訓練を実施するための知見やノウハウ等がないとしている。



３.研修や訓練の企画・運営を行う上での要望
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66.7%(76)

66.7%(76)

56.1%(64)

34.2%(39)

29.8%(34)

26.3%(30)

4.4%(5)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

研修・訓練を実施するための基本的な

資料や基礎教材等を提供してほしい

研修・訓練の企画・運営のための

標準的な手引きなどを提供してほしい

自治体独自で効果的な研修・訓練ができるように、

その基本的なパッケージやモデルを提供してほしい

研修・訓練に関する評価の考え方や評価のための

標準的な資料を提供してほしい

研修・訓練の基本カリキュラムや

スケジュールなどを提示してほしい

自治体職員の防災面における

人材育成の考え方を提示してほしい

その他
（ ）内 回答数

N=114

研修・訓練の企画・運営を行う上での要望

18

研修・訓練の企画・運営を行う上での要望[複数回答]

７割近くの地方公共団体が、防災研修や訓練を企画･運営するための標準的な手引きや、
研修を実施するための基本的な資料や基礎教材等の提供を求めている。

また、約３割の団体が、評価の標準的な資料、基本カリキュラムやスケジュール、人材育
成の考え方の提示を求めており、防災に係る研修や訓練の企画・運営面を独自で実施す
るためのノウハウや資料について必要と考えている団体が少なくない。


